
証券コード 7863
平成29年６月14日

株 主 各 位

東京都練馬区豊玉北三丁目３番10号

代表取締役社長 平 賀 治 郎

第62回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

　さて、当社第62回定時株主総会を下記のとおり開催致しますので、ご出席ください

ますようご通知申し上げます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができますの

で、お手数ながら後記株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使

書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成29年６月28日（水）午後６時まで

に到着するようご送付いただきたくお願い申し上げます。

敬 具

記

1. 日 時 平成29年６月29日（木曜日）午前10時

2. 場 所 東京都練馬区豊玉北三丁目３番10号

当社第二ビル５階 会議室

3. 会議の目的事項

報 告 事 項 第62期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）事業報告

及び計算書類報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役６名選任の件

第３号議案 監査役１名選任の件

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出く
ださいますようお願い申し上げます。

◎ 株主総会参考書類及び添付書類の内容について、株主総会の前日までに修正をす
べ き 事 情 が 生 じ た 場 合 に は、 書 面 の 郵 送 ま た は 当 社 ホ ー ム ペ ー ジ
(http://www.pp-hiraga.co.jp)において掲載することによりお知らせ致します。

― 1 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年05月29日 22時28分 $FOLDER; 1ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



(添 付 書 類)

事 業 報 告

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

1. 会社の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

当事業年度におけるわが国経済は、世界景気の回復を背景に底堅い回復が続

きました。有効求人倍率も高水準を記録し、個人消費に健康や安心などの高機

能商品に消費上昇が見られましたが、一方で人口減など将来の成長に不安があ

り、企業は賃上げによる人材確保に慎重で雇用環境と比べ、消費全体に警戒感

が強まり節約志向の状況が一段と強まりました。

当社が関連します印刷業界においては、ネットによる情報配信の拡大や受注

単価の下落、また新聞・折込広告・雑誌などの紙媒体需要は減少し、市場の縮

小で環境は厳しさを増しております。広告業界においては高付加価値商品など

の分野の販売促進物、催事企画、イベント関連は拡大を続けております。

このような環境の中、当社といたしましては、折込広告の不採算案件見直し

で売上高は減少しましたが、前年度より引き続きマーケティングを重視したビ

ジネスへの転換を推進し、流通市場において培った企画から仕分け梱包までト

ータルなワンストップサービスを強みに、販促市場全般に多様な企画商品を提

供してまいりました。

生産面においては工場生産稼働率を重視した作業工程の改善や加工仕分け梱

包作業内製化により原価率の低減を推進しました。

以上の結果から、当事業年度の業績は、売上高は81億70百万円（前期比6.6％

減）、営業利益は３億52百万円（前期比8.7％減）、経常利益は３億83百万円（前

期比7.0％減）、当期純利益は２億47百万円（前期比25.1％減）となりました。

(2) 設備投資の状況

当事業年度における設備投資につきましては、特記すべき事項はありません。

(3) 資金調達の状況

特記すべき事項はありません。
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(4) 対処すべき課題

主力とする流通市場において、働き方改革の中、営業時間短縮や店舗閉鎖の

状況が起き、また社会保険の適用拡大や人事コスト上昇負担、人手不足などが

経営を圧迫する要因となっております。

当社はその中で季節やイベント、安心、安全、健康などのコト消費を想定し

た、販売促進物全般の顧客ごとのオリジナル企画商品の販売や、販売方法の立

案などの高付加価値商品へシフトし、流通業や消費財メーカー、中間流通を担

う専門商社へ事業領域を拡大してまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも引き続きご支援を賜りますようお願

い申し上げます。

(5) 財産及び損益の状況

区 分
第 59 期
平成26年３月期

第 60 期
平成27年３月期

第 61 期
平成28年３月期

第62期(当期)
平成29年３月期

売 上 高 (百万円) 8,582 8,674 8,752 8,170

経 常 利 益 (百万円) 237 129 412 383

当 期 純 利 益 (百万円) 212 335 330 247

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 57円73銭 91円04銭 89円65銭 67円14銭

総 資 産 (百万円) 4,849 4,964 5,060 5,082

純 資 産 (百万円) 1,522 1,850 2,142 2,380

(注) １株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数に基づき算出しており
ます。

(6) 重要な親会社及び子会社の状況

該当事項はありません。

　
(7) 主要な事業内容（平成29年3月31日現在）

当社は、折込広告、ダイレクトメール、キャンペーン、各種ショッピングバ

ッグ、包装紙、シール、ＰＯＰ等の売場販促演出全般の製造、販売を主たる事

業としております。
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(8) 主要な営業所及び工場 (平成29年３月31日現在)

区 分 所 在 地

本 社 東京都練馬区

本 社 工 場 （第 二 ビ ル) 東京都練馬区

第 三 ビ ル デ ジ タ ル 館 東京都練馬区

大 阪 支 店 大阪府大阪市天王寺区

高 崎 支 店 群馬県高崎市

仙 台 支 店 宮城県仙台市泉区

札 幌 支 店 北海道札幌市北区

埼 玉 工 場 埼玉県新座市

和 歌 山 工 場 和歌山県日高郡日高川町

配 送 セ ン タ ー 大阪府大阪市東成区

(9) 従業員の状況 (平成29年３月31日現在)

従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 令 平均勤続年数

325名 10名増 44.2才 14.0年

(注) 臨時従業員は含んでおりません。

(10) 主要な借入先 (平成29年３月31日現在)

借 入 先 借入金残高

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 180 百万円

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 50

株 式 会 社 群 馬 銀 行 50

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 50

合 計 330

(11) その他会社の現況に関する重要な事項

東京地方裁判所に対して、平成26年11月７日付にてユーピテル株式会社より、

１億円及び遅延損害金の支払いを求める訴訟を提起されました。

当社は、同社の請求を全面的に争っておりましたが、紛争の早期解決の利点

や解決金の金額の水準に照らし、和解による解決を図ることが相当であるとの

結論に至り、平成28年９月12日、当社が同社に対して解決金として金３百万円

を支払う旨の訴訟上の和解をいたしました。
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2. 会社の株式に関する事項
　 (1) 発行可能株式総数 普通株式 14,000,000株
　 (2) 発行済株式の総数 普通株式 3,683,387株

（自己株式332,198株を除く。）
　 (3) 株 主 数 1,136名
　 (4) 単元株式数 100株

(5) 大 株 主

株 主 名 持 株 数 持株比率
株 ％

有 限 会 社 大 豊 サ ー ビ ス 941,660 25.6

平 賀 順 二 183,000 5.0

松 本 典 文 130,000 3.5

平 賀 従 業 員 持 株 会 120,925 3.3

株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 110,400 3.0

テ キ リ ン ユ 110,000 3.0

Ｄ Ｉ Ｃ グ ラ フ ィ ッ ク ス 株 式 会 社 100,000 2.7

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 100,000 2.7

大 日 精 化 工 業 株 式 会 社 80,000 2.2

黒 崎 英 機 70,000 1.9

(注) 1. 当社は、自己株式332,198株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。
2. 持株比率は、自己株式を控除して計算しております。

3. 会社の新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。

4. 会社役員に関する事項
(1) 取締役及び監査役の氏名等 (平成29年３月31日現在)

役 職 名 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 平 賀 治 郎 ㈲大豊サービス代表取締役社長

専 務 取 締 役 木 下 昭 三

取 締 役 小 林 永 典 生産本部長

取 締 役 柏 秀 臣 制作本部長

取 締 役 福 島 隆 営業本部長兼営業三部部長

取 締 役 服 部 謙太朗 竹田・服部法律事務所弁護士

常 勤 監 査 役 鶴 井 広 和

監 査 役 鈴 木 博 司 ㈱ラルク代表取締役社長

監 査 役 安 達 則 嗣 安達公認会計士事務所所長、東陽監査法人社員

(注) 1. 取締役のうち、服部謙太朗氏は社外取締役であります。
2. 監査役のうち、鈴木博司氏及び安達則嗣氏は社外監査役であります。
3. 監査役鈴木博司氏は、経営コンサルタント会社の代表として培われた専門的な知識・経験等

を有するものであります。
4. 監査役安達則嗣氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知

見を有するものであります。
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5. 当社は、取締役服部謙太朗氏、監査役鈴木博司氏及び安達則嗣氏を東京証券取引所ＪＡＳＤ
ＡＱ（スタンダード）の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ておりま
す。

6. 当事業年度中の取締役の異動
取締役（制作本部長）柴田憲一氏は、平成28年９月30日に辞任により退任いたしました。
取締役福島隆氏及び服部謙太朗氏は、平成28年６月29日開催の第61回定時株主総会において
新たに選任され、それぞれ就任いたしました。

7. 一部の取締役の役職名、担当及び重要な兼職の状況が変更となっております。なお、平成29
年４月１日時点の取締役及び監査役の状況は次のとおりであります。

役 職 名 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 平 賀 治 郎 ㈲大豊サービス代表取締役社長

専 務 取 締 役 木 下 昭 三

取 締 役 小 林 永 典 生産本部長

取 締 役 柏 秀 臣 企画本部長

取 締 役 福 島 隆 営業本部長兼営業三部部長

取 締 役 服 部 謙太朗 竹田・服部法律事務所弁護士

常 勤 監 査 役 鶴 井 広 和

監 査 役 鈴 木 博 司 ㈱ラルク代表取締役社長

監 査 役 安 達 則 嗣 安達公認会計士事務所所長、東陽監査法人社員

(2) 取締役及び監査役の報酬等の額
取締役、監査役に対する報酬限度額は、平成８年６月の株主総会における決

議により、取締役月額50百万円以内、監査役月額10百万円以内と定められてお
り、当事業年度における当社取締役及び監査役に対する役員報酬は以下のとお
りであります。
取締役７名 116百万円 (うち社外取締役２名 ３百万円)
監査役３名 15百万円 (うち社外監査役２名 ７百万円)

(注) 1. 支給人員及び報酬等の総額には、平成28年９月30日をもちまして辞任した取締役１名を含ん
でおります。

2. 上記支給額のほか、平成22年６月29日開催の定時株主総会の決議に基づき、退職慰労金制度
廃止に伴う打ち切り支給額として、当事業年度中に退任した取締役１名に対して８百万円を
支給しております。

3. 取締役柏秀臣氏は、第61回定時株主総会の終結の時までは社外取締役であったため、人数及
び報酬額について社外取締役期間は社外取締役に、取締役期間は取締役に含めて記載してお
ります。
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(3) 社外役員に関する事項
社外取締役である服部謙太朗氏は、弁護士としての法律・経済・社会情勢に

関わる分野に対する豊富な経験と幅広い見識を有しております。活動状況につ
きましては、平成28年６月29日就任以降開催された取締役会13回全てに出席し、
議案審議に必要な発言を適宜行っております。

また、当社と竹田・服部法律事務所には、特別の利害関係はありません。

社外監査役である鈴木博司氏は、㈱ラルクの代表取締役であり、経営コンサ
ルタント会社の代表として培われた専門的な知識・経験等を有しております。
活動状況につきましては、当事業年度開催の取締役会17回全てに出席し、当事
業年度開催の監査役会17回全てに出席し、議案審議に必要な発言を適宜行って
おります。
また、当社と㈱ラルクには、特別の利害関係はありません。
社外監査役である安達則嗣氏は、公認会計士であり、財務及び会計に関する

相当程度の知見を有しております。活動状況につきましては、当事業年度開催
の取締役会17回全てに出席し、当事業年度開催の監査役会17回全てに出席し、
議案審議に必要な発言を適宜行っております。

また、当社と安達公認会計士事務所及び東陽監査法人には、特別の利害関係
はありません。

　
(4) 責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、
同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当社の社外取締役及び社外監査役は、会社法第423条第１項の責任につき、会

社法第425条第１項に規定する最低責任限度額をもって、損害賠償責任の限度と
しております。

　
5. 会計監査人の状況
(1) 会計監査人の名称

監査法人ハイビスカス
　
(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

支払額

当社が会計監査人に支払うべき公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の
額（注）2．

18,500千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計 18,500千円

(注) 1．監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、
過年度の監査計画における監査項目別、階層別監査時間の実績及び報酬額の推移並びに会計監
査人の職務遂行状況を確認し、当事業年度の監査計画及び報酬額の妥当性を検討した結果、会
計監査人の報酬等について会社法第399条第１項の同意を行っております。

2．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく
監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので「公認会計士
法第２条第１項の業務に係る報酬等の額」はこれらの合計額を記載しております。
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(3) 責任限定契約の内容の概要
当社と会計監査人監査法人ハイビスカスは、会社法第427条第１項の定めに基

づき責任限定契約を締結しております。その契約内容の概要は次のとおりです。
会計監査人が任務を怠ったことによって当社に責任を負う場合は、会社法第

425条第１項に定める最低責任限度額を限度として、その責任を負う。この責任
限定契約が認められるのは、会計監査人がその責任の原因となった職務の遂行
について善意でかつ重大な過失がないときに限るものとする。

　
(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等その他その必要が
あると判断した場合は、会計監査人の解任又は不再任に関する議案を決定し、
取締役会は、当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提出いたします。
また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該

当すると認められる場合には、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監
査人を解任いたします。
この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会

におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

6. 業務の適正を確保するための体制

(1) 取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制

1） 取締役会は、原則として月1回開催し、「取締役会規程」に基づきその適切な

運営を確保するとともに、取締役は相互に職務の執行を監督する。また独立性

を有する社外取締役を選任することにより、取締役の職務執行の適法性を牽制

する機能を確保しております。

2） 取締役は、自ら率先して当社行動規範を遵守・実践し、使用人の模範となる

とともに、善良なる管理者の注意をもって会社の為忠実にその職務を執行して

おります。

3） 全ての取締役、監査役、使用人が法令遵守を実現するために「行動指針」を

制定し、これを当社におけるコンプライアンスの手引きとし、研修等を通じて

コンプライアンスの周知・徹底を図っております。

4） コンプライアンス責任者を代表取締役とし、コンプライアンスに関する課題

を検討し、リスクを事前に回避する為、倫理委員会を設置し、全社のコンプラ

イアンス推進体制を整備しております。

5） 使用人を対象とした組織的または個人的な法令違反行為等に関する相談、ま

たは通報の適正な処理の仕組みを「内部通報制度規程」に定め、不正行為等の

早期発見と是正を図り、コンプライアンス経営の強化に資することとしており

ます。

6） 市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは、取引関係その他一

切の関係を持たず、反社会的勢力から不当要求を受けた場合には、組織全体と

して毅然とした態度で臨み、反社会的勢力による被害の防止に努めております。

― 8 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年05月29日 22時28分 $FOLDER; 8ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



7） 代表取締役社長直轄の内部監査部を設置し、経営活動全般にわたる制度及び

業務の執行状況について適正性のチェックを実施し、内部管理体制の強化及び

経営効率化の増進に資することとしております。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

1） 当社は、業務上取り扱う情報について、「文書管理規程」並びに「情報セキュ

リティ管理規程」及び「個人情報保護規程」に基づき、厳格かつ適正に管理す

る体制を整備しております。

2） 必要に応じて保管・運用方法の見直しと改善を図り、取締役または監査役の

要請に応えて、速やかに閲覧提供できる体制を整えております。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

1） 当社は「リスク管理規程」に基づき、定期的に危機管理に要するリスクの棚
卸しを行い、対応計画を策定し、適正に管理しております。

2） 重大な事故、災害が発生した場合には、事前に設定した緊急マニュアルに沿
って行動しております。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
1） 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎と
して、取締役会を原則として月1回開催するほか、必要に応じて適宜開催してお
ります。

2） 取締役会は、経営の基本方針の決定および重要事項の承認を行うとともに、
取締役の職務執行が効率的に行われているか監督しております。

3） 取締役会が決定した経営方針に基づき、部門長は組織目標及び個人目標を設
定するとともに達成度を評価し、その達成度に基づいた人事・報酬制度を運用
しております。

4） 各部門は、業務執行プロセスの効率改善を実行するとともに、内部監査部が
各部門の業務執行プロセスを監査し、監査結果を被監査部門に還元し、その改
善を行っております。

　
(5) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する体制ならびにその使用人の取締役からの独立性に関する体制
1） 監査役がその職務を補助する使用人を置くことを求めた場合、取締役は監査
役と協議の上、監査役を補助すべき使用人を置くものとしております。

2） 当該使用人の任命、異動、評価、指揮命令権限等は、監査役会の事前の同意
を得るものとし、当該使用人の取締役からの独立を確保しております。
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(6) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関
する体制

1） 監査役は、重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握するため、取
締役会その他重要会議への出席をはじめとして、監査役が必要と判断した会議
に出席できるものとしております。

2） 監査役は、稟議書等の業務に係る重要な文書を閲覧できるとともに、監査役
が必要と判断した場合、取締役及び使用人に該当書類の提示や説明を求めるこ
とができるものとしております。

3） 取締役及び使用人が異常を発見し監査役に報告した場合、当社は、監査役へ
報告をした者に対して、当該報告をしたことを理由とする不利な取扱いを禁止
しております。

　
(7) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
1） 代表取締役は定期的に監査役と情報交換を行っております。
2） 監査役は、内部監査部及び会計監査人と緊密な連携を保ちながら、監査役監
査の実効性確保を図っております。

3） 監査役は、監査の実施にあたり、必要と認める時は自らの判断で、弁護士、
公認会計士、その他外部専門家を活用しております。

4） 当社は、監査役が当社に対し、その職務の執行について生じる費用の前払等
の請求をしたときは、当該請求に係る費用又は債務が当該監査役の職務の執行
に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理して
おります。

　

(8) 反社会的勢力排除に向けた基本方針

①反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

当社は、企業活動を行う上で、企業の社会的責任を果たすため、具体的な事

項をコンプライアンスガイドラインとして定め、その中で「反社会的勢力との

関係を断ち、かつ不当な要求には屈しません。」と宣言し、市民社会の秩序や安

全に脅威を与える反社会的勢力との断絶を掲げ、不当な要求等に対しては毅然

とした態度で臨むものとしております。

②反社会的勢力排除に向けた整備状況

以下のとおり、反社会的勢力による不当要求に屈しない、または排除する体

制をとっております。

・対応総括部署及び対応担当者の設置状況

　総合企画部を対応総括部署とし、対応担当者を選任して、反社会的勢力か

らの不当要求に屈しない体制をとっております。

・外部専門機関との連携状況

　万が一反社会的勢力から不当要求等、直接、間接を問わず不当な介入を受

けた場合には、警察等の関係行政機関、顧問弁護士と連携して対応し、適切

な対応がとれる体制を構築しております。
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・対応マニュアルの整備状況

　反社会的勢力と断絶する旨を宣言するコンプライアンスガイドラインに基

づき、「反社会的勢力対策規程」を制定し、実際に反社会的勢力から不当要求

等があった場合の具体的な対応を定めております。

・研修活動の実施状況

　コンプライアンスガイドラインを、グループウェアの掲示板に掲示してお

り、役員、全従業員が常に意識できるように周知徹底をしております。

・取引先確認

　取引先に反社会的勢力が入り込まないようにするため、各部門が新規取引

を行う際は、必ず事前に反社会的勢力との関係についての調査を実施してお

ります。

7. 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

(1) 取締役の職務の執行について

取締役は、「取締役会規程」、「職務権限規程」、「業務分掌規程」等に則り、取

締役の役割分担を明確にし、効率的な職務執行と重要事項の決定を行いました。

また、「定款」、各会則及び「文書管理規程」に基づき、取締役の執行状況につ

いて各議事録の作成と適切な保管を行っております。さらに「行動指針」を通

じて、取締役と従業員に対するコンプライアンス意識の周知徹底を図りました。

また、監査役及び内部監査部が当該システムの有効性について精査いたしまし

た。

(2) 監査役の職務の執行について

監査役は、取締役会及びその他の重要な会議に参加し、代表取締役及び各取

締役より業務執行の状況や会社経営の重要事項について報告を受けております。

また、四半期毎に会計監査人及び内部統制統括責任者と定期的に会合を持ち、

会計監査内容及び内部統制の構築・整備状況について情報交換を行っておりま

す。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
(注) 本事業報告中に記載の金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表

(平成29年３月31日現在)
(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 3,069,483 流 動 負 債 1,842,477

現 金 及 び 預 金 1,534,781 支 払 手 形 3,210

受 取 手 形 39,341 買 掛 金 570,690

売 掛 金 1,013,645 電 子 記 録 債 務 488,021

電 子 記 録 債 権 51,703 短 期 借 入 金 330,000

商 品 及 び 製 品 58,889 １年内償還予定の社債 40,000

仕 掛 品 73,326 未 払 金 71,725

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 74,210 未 払 費 用 59,960

前 渡 金 413 未 払 法 人 税 等 104,422

前 払 費 用 21,939 未 払 消 費 税 等 26,134

繰 延 税 金 資 産 44,303 前 受 金 8,195

未 収 入 金 146,704 預 り 金 26,521

そ の 他 11,644 賞 与 引 当 金 111,000

貸 倒 引 当 金 △1,419 そ の 他 2,592

固 定 資 産 2,012,922 固 定 負 債 858,994

有 形 固 定 資 産 1,459,130 社 債 40,000

建 物 435,365 長 期 未 払 金 65,774

構 築 物 8,708 繰 延 税 金 負 債 79,322

機 械 及 び 装 置 88,539 再評価に係る繰延税金負債 70,154

工 具、 器 具 及 び 備 品 19,157 退 職 給 付 引 当 金 603,742

土 地 907,360 負 債 合 計 2,701,471

無 形 固 定 資 産 78,360 純 資 産 の 部

ソ フ ト ウ エ ア 67,702 株 主 資 本 2,691,215

ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定 10,657 資 本 金 434,319

投資その他の資産 475,431 資 本 剰 余 金 425,177

投 資 有 価 証 券 436,170 資 本 準 備 金 110,000

従業員に対する長期貸付金 4,007 そ の 他 資 本 剰 余 金 315,177

破 産 更 生 債 権 等 291,461 利 益 剰 余 金 2,091,524

長 期 前 払 費 用 6,235 そ の 他 利 益 剰 余 金 2,091,524

そ の 他 29,078 別 途 積 立 金 760,000

貸 倒 引 当 金 △291,521 繰 越 利 益 剰 余 金 1,331,524

自 己 株 式 △259,806

評価・換算差額等 △310,281

その他有価証券評価差額金 228,412

土地再評価差額金 △538,693

純 資 産 合 計 2,380,934

資 産 合 計 5,082,406 負 債 及 び 純 資 産 合 計 5,082,406
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損 益 計 算 書

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 8,170,685

売 上 原 価 6,387,387

売 上 総 利 益 1,783,297

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,430,432

営 業 利 益 352,865

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 7,893

そ の 他 27,654 35,548

営 業 外 費 用

支 払 利 息 4,931

そ の 他 8 4,939

経 常 利 益 383,474

特 別 利 益

受 取 補 填 金 4,600 4,600

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 352

和 解 金 3,000

会 員 権 評 価 損 200 3,552

税 引 前 当 期 純 利 益 384,521

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 129,000

法 人 税 等 調 整 額 8,235 137,235

当 期 純 利 益 247,285
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株主資本等変動計算書

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資本準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金合計

当 期 首 残 高 434,319 110,000 315,177 425,177

当 期 変 動 額

　剰 余 金 の 配 当 ― ― ― ―

当 期 純 利 益 ― ― ― ―

株主資本以外の項目の
当期変動額 (純額)

― ― ― ―

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― ―

当 期 末 残 高 434,319 110,000 315,177 425,177

(単位：千円)

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計別途積立金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 760,000 1,139,490 1,899,490

当 期 変 動 額

　剰 余 金 の 配 当 ― △55,250 △55,250

当 期 純 利 益 ― 247,285 247,285

株主資本以外の項目の
当期変動額 (純額)

― ― ―

当 期 変 動 額 合 計 ― 192,034 192,034

当 期 末 残 高 760,000 1,331,524 2,091,524
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(単位：千円)

株 主 資 本

自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 △259,806 2,499,180

当 期 変 動 額

　剰 余 金 の 配 当 ― △55,250

当 期 純 利 益 ― 247,285

株主資本以外の項目の
当期変動額 (純額)

― ―

当 期 変 動 額 合 計 ― 192,034

当 期 末 残 高 △259,806 2,691,215

　
(単位：千円)

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
土地再評価差額金

評価・換算差額
等合計

当 期 首 残 高 182,100 △538,693 △356,592 2,142,588

当 期 変 動 額

　剰 余 金 の 配 当 ― ― ― △55,250

当 期 純 利 益 ― ― ― 247,285

株主資本以外の項目の
当期変動額 (純額)

46,311 ― 46,311 46,311

当 期 変 動 額 合 計 46,311 ― 46,311 238,345

当 期 末 残 高 228,412 △538,693 △310,281 2,380,934
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個別注記表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
1. 資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
時価のあるもの
決算末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定）

時価のないもの
移動平均法による原価法

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
①商品及び製品
移動平均法

②原材料
移動平均法

③仕掛品
個別法

④貯蔵品
最終仕入原価法

2. 固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産

定率法
ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）及び平
成28年４月１日以降に取得した建物附属設備並びに構築物については、定額法
によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ８～50年
機械及び装置 ４～11年
また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで
償却が終了した翌年から５年間で均等償却する方法によっております。

(2) 無形固定資産
ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）
に基づく定額法を採用しております。
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3. 引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見
込額を計上しております。

(2) 賞与引当金
従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担
額を計上しております。

(3) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額
（自己都合期末要支給額の全額）に基づき計上しております。
退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合支給
額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

4. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の処理方法
税抜方式によっております。

（会計方針の変更）
法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関す

る実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当事業年度に適
用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却
方法を定率法から定額法に変更しております。
これによる損益に与える影響は軽微であります。
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（貸借対照表に関する注記）
1. 有形固定資産の減価償却累計額 2,255,847千円

2. 担保に供している資産
建 物 435,302千円
土 地 907,360千円

　 上記に対応する債務
短期借入金 330,000千円

3. 国庫補助金による圧縮記帳額は、建物16,013千円であり、貸借対照表計上額はこ
の圧縮記帳額を控除しております。

4. 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の再評
価に関する法律の一部を改正する法律 (平成13年３月31日公布法律第19号)に基づ
き、平成14年３月31日に事業用の土地の再評価を行っております。
なお、再評価差額については、土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律

（平成11年３月31日公布法律第24号）に基づき、当該再評価差額に係る税金相当額
を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額
を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２

条第３号に定める固定資産税評価額により算出
再評価を行った年月日 平成14年３月31日

5. 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行４行と当座貸越契約を締
結しております。
当該契約に基づく当期末の借入未実行残高は次のとおりであります。
当座貸越極度額 895,000千円
借入実行残高 330,000千円
差引額 565,000千円

6. 偶発債務
　東京地方裁判所に対して、平成26年11月７日付にてユーピテル株式会社より、
１億円及び遅延損害金の支払いを求める訴訟を提起されました。
当社は、同社の請求を全面的に争っておりましたが、紛争の早期解決の利点

や解決金の金額の水準に照らし、和解による解決を図ることが相当であるとの
結論に至り、平成28年９月12日、当社が同社に対して解決金として金３百万円
を支払う旨の訴訟上の和解をいたしました。
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（株主資本等変動計算書に関する注記）
1. 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普通株式（株） 4,015,585 － － 4,015,585

2. 自己株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普通株式（株） 332,198 － － 332,198

3. 剰余金の配当に関する事項
（1）配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 1株当たり配当額 基 準 日 効力発生日

平成28年6月29日
定時株主総会

普通株式 55,250千円 利益剰余金 15円 平成28年3月31日 平成28年6月30日

（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当効力発生日が翌事業年度とな
るもの

決 議
（予 定）

株式の種類 配当金の総額 配当の原資 1株当たり配当額 基 準 日 効力発生日

平成29年6月29日
定時株主総会

普通株式 55,250千円 利益剰余金 15円 平成29年3月31日 平成29年6月30日
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（金融商品に関する注記）
1. 金融商品の状況に関する事項
（1） 金融商品に対する取組方針

　当社は、資金運用については短期的な預金を中心に、安全性の高い金融資
産で運用し、短期的な運転資金については主に銀行借入や社債発行により調
達しております。
　また、設備計画に基づく必要な資金についても銀行借入や社債発行により
調達しております。

（2） 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　 営業債権である受取手形、売掛金及び電子記録債権は、顧客の信用リスク

に晒されております。
　当該リスクに関しては、当社の与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管
理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を四半期ごとに把握
する体制としております。
　有価証券及び投資有価証券は、主に純投資目的の債券及び株式並びに取引
先企業との業務等に関連する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されて
おります。
　当該リスクに関しては、四半期ごとに時価や発行体（取引先企業）の財務
状況等を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直し
ております。
　営業債務である支払手形、買掛金及び電子記録債務は、１年以内の支払期
日であります。
　短期借入金及び社債は、主に営業取引に係る資金調達であります。
　また、営業債務や借入金及び社債は、流動性リスクに晒されておりますが、
当社では、財務経理部が月次に資金繰計画を作成するなどの方法により管理
しております。
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2. 金融商品の時価等に関する事項
　 平成29年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について
は、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められ
るものは、次表には含まれておりません（(注)２参照）。

（単位：千円）

項 目 貸借対照表計上額 時 価 差 額

（1） 現 金 及 び 預 金 1,534,781 1,534,781 ―

（2） 受 取 手 形 39,341 39,341 ―

（3） 売 掛 金 1,013,645 1,013,645 ―

（4） 電 子 記 録 債 権 51,703 51,703 ―

（5） 投 資 有 価 証 券 425,170 425,170 ―

（6） 破産更生債権等 291,461

貸倒引当金（※） △291,461

差 引 ― ― ―

資 産 計 3,064,642 3,064,642 ―

（7） 支 払 手 形 3,210 3,210 ―

（8） 買 掛 金 570,690 570,690 ―

（9） 電 子 記 録 債 務 488,021 488,021 ―

（10） 短 期 借 入 金 330,000 330,000 ―

（11） 社債（１年内償還予定の社債を含む） 80,000 78,864 △1,135

負 債 計 1,471,923 1,470,787 △1,135

※ 破産更生債権等に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
（注）1. 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

(1)現金及び預金、(2)受取手形、(3)売掛金、(4)電子記録債権
　 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか

ら、当該帳簿価額によっております。
(5)投資有価証券

　 これらの時価について、株式は取引所の価格又は発行体から提示された
価格によっております。

(6)破産更生債権等
破産更生債権等については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を貸倒引当金として計上しているため、貸借対照表計上額から当該貸倒
引当金を控除した金額をもって時価としております。

― 21 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年05月29日 22時28分 $FOLDER; 21ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



(7)支払手形、(8)買掛金、(9)電子記録債務、(10)短期借入金
　 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか

ら、当該帳簿価額によっております。
(11)社債(１年内償還予定の社債を含む)
　 社債の時価については、固定金利によるものは元利金の合計額を当該社

債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により
算定しており、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、時価
は帳簿価額と近似していると考えられることから、当該帳簿価額によって
おります。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は、次のとおりで
あり、金融商品の時価情報の「(5)投資有価証券」には含まれておりませ
ん。

　（単位：千円）

区分 貸借対照表計上額

非上場株式 ※ 11,000

※ 非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認
められることから時価開示の対象とはしておりません。
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（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 千円
　未払事業税否認 8,463
　未払事業所税否認 1,585
　賞与引当金否認 34,254
　貸倒引当金限度額超過 89,717
　減損損失否認 7,978
　投資有価証券評価損否認 15,443
　退職給付引当金否認 184,878
　役員退職慰労引当金否認 20,140
　会員権評価損否認 6,424
　少額資産一括償却否認 1,051
　たな卸資産評価損否認 10,466
　その他 2,163
　繰延税金資産計 382,569
　評価性引当額 △333,127
　繰延税金資産合計 49,442

繰延税金負債 千円
　その他有価証券評価差額金 △84,461
繰延税金負債合計 △84,461

　差引 繰延税金負債の純額 △35,019

　土地再評価に係る繰延税金負債 △70,154

（関連当事者との取引に関する注記）
　 役員及び個人主要株主等

（単位：千円）

種 類
会社等の名称
又は氏名

事業の内容
又は職業

議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

役員に準ずる者 平賀 順二 当社顧問
所有直接
　 4.97％

顧問契約
顧問報酬
(注)２

25,555 ― ―

（注）1. 取引金額には、消費税等が含まれておりません。

2. 報酬については、契約内容に従って経営全般のサポート及びアドバイスでの当社への関与度
合いに基づいて決定しております。

3. 平成28年４月から平成29年３月までの取引金額であります。

（１株当たり情報に関する注記）
1. １株当たり純資産額 646円40銭
2. １株当たり当期純利益 67円14銭
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（その他の注記）

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号
平成28年３月28日）を当事業年度から適用しております。

（重要な後発事象に関する注記）
　 該当事項はありません。
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計算書類に係る会計監査報告書

独立監査人の監査報告書

平成29年５月10日

株式会社 平 賀

　取締役会 御中

監査法人ハイビスカス

指定社員
業務執行社員

公認会計士 髙 橋 克 幸 ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 駒 田 裕次郎 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社平賀の平成28年４月１日

から平成29年３月31日までの第62期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株

主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書

類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な

虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し

た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその

附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附

属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため

の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ

の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内

部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適

正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適

用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細

書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益

の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。

以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書

当監査役会は、平成28年4月1日から平成29年3月31日までの第62期事業年度の取締役の職務の執

行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下の

とおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につ

いて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受

け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従

い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の

整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について

報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所

において業務及び財産の状況を調査いたしました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第

100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基

づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築

及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたし

ました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証する

とともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求

めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体

制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年

10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求

めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたし

ました。
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているもの

と認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認め

られません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統

制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事

項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人監査法人ハイビスカスの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　 平成29年５月11日

株式会社 平 賀 監査役会

常勤監査役 鶴 井 広 和 ㊞

社外監査役 鈴 木 博 司 ㊞

社外監査役 安 達 則 嗣 ㊞

以 上
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株主総会参考書類
　

議案及び参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件

剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

第62期の期末配当につきましては、安定的な配当の継続と当期の

業績等を勘案いたしました結果、以下のとおりといたしたいと存じ

ます。

（１）配当財産の種類

金銭といたします。

（２）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき15円

総額 55,250,805円

（３）剰余金の配当が効力を生ずる日

平成29年６月30日

第２号議案 取締役６名選任の件

取締役（６名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、

取締役６名の選任をお願いいたしたいと存じます。

取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 の 数

１
平 賀 治 郎

(昭和30年７月４日生)

昭和55年１月 当社入社

30,000株

平成４年１月 当社取締役営業本部長兼高崎支店長

平成８年６月 当社常務取締役営業本部長兼高崎支店長

平成16年10月 当社常務取締役営業本部長

平成18年９月 当社専務取締役

平成19年３月 当社専務取締役仙台支店長

平成22年２月 有限会社大豊サービス代表取締役社長

(現任)

平成27年２月 当社代表取締役社長(現任)
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 の 数

２
木 下 昭 三

(昭和20年７月15日生)

昭和39年３月 当社入社

11,720株

平成８年６月 当社取締役営業本部副本部長

平成８年８月 当社取締役営業本部副本部長兼包装資材

部長

平成13年８月 当社取締役営業本部副本部長兼本社営業

部長

平成18年９月 当社取締役営業本部長兼本社営業部長

平成20年４月 当社取締役営業本部長兼営業三部部長

平成23年４月 当社取締役営業本部長

平成27年４月 当社専務取締役営業本部長兼大阪支店長

平成28年４月 当社専務取締役(現任)

３
小 林 永 典

(昭和34年10月24日生)

平成８年10月 当社入社

―株
平成21年６月 当社経営企画室部長

平成24年６月 当社監査役

平成27年６月 当社取締役生産本部長(現任)

４
柏 秀 臣

（昭和29年７月27日生）

昭和56年４月 株式会社團入社

―株

昭和58年７月 株式会社日本経済社入社

平成26年７月 株式会社日本経済社クリエイティブセン

ター取締役

平成26年９月 株式会社横浜マテリアル入社

平成27年６月 当社社外取締役

平成28年６月 当社取締役制作副本部長

平成28年10月 当社取締役制作本部長

平成29年４月 当社取締役企画本部長(現任)

５
福 島 隆

（昭和39年３月20日生）

平成７年５月 当社入社

200株

平成16年１月 当社高崎支店支店長代理

平成16年10月 当社高崎支店長

平成27年４月 当社営業本部副本部長兼高崎支店長

平成28年４月 当社営業本部長兼営業三部部長

平成28年６月 当社取締役営業本部長兼営業三部部長

（現任）

６
服部謙太朗

(昭和56年４月10日生)

平成19年12月 弁護士登録（東京弁護士会）

―株
平成19年12月 竹田綜合法律事務所（現 竹田・服部法

律事務所）入所（現在に至る）

平成28年６月 当社社外取締役（現任）

(注) １．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．取締役候補者の所有する当社株式の数は、平成29年３月31日現在の状況を記載しておりま

す。
３．取締役候補者服部謙太朗氏は、社外取締役候補者であります。

なお、服部謙太朗氏につきましては、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け
出ております。
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４．社外取締役候補者の選任理由について
服部謙太朗氏は、弁護士としての法律・経済・社会情勢に関わる分野に対する豊富な経験
と幅広い見識を当社の経営全般に反映していただくため、社外取締役として選任するもの
であります。
同氏は、これまで、直接会社経営に関与された経験はありませんが、企業法務の分野に精
通した弁護士であることから、経営の監督とチェック機能の観点から社外取締役としての
職務を適切に遂行することができるものと判断いたします。

５．服部謙太朗氏は、現在当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、
本総会終結の時をもって１年であります。

６．当社は、服部謙太朗氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１
項に関する責任について、当社定款第27条第２項により責任限度額を法令が規定する額と
する責任限定契約を締結しております。また、本議案が承認可決された場合、当該契約を
継続する予定であります。

第３号議案 監査役１名選任の件

監査役 安達則嗣氏は、本総会終結の時をもって任期満了となりますの

で、監査役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。

なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は次のとおりであります。

氏 名
(生年月日)

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 の 数

安 達 則 嗣

（昭和44年６月21日生）

平成５年４月 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社（旧三菱信託銀行

株式会社）入行

―株

平成10年10月 有限責任 あずさ監査法人（旧朝日監査法人）

入所

平成18年12月 安達公認会計士事務所開設(現任)

平成19年１月 東陽監査法人入所(現任)

平成21年６月 当社監査役(現任)

(注) １．候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．監査役候補者の所有する当社株式の数は、平成29年3月31日現在の状況を記載しておりま

す。
３．安達則嗣氏につきましては、社外監査役候補者であります。

なお、当社は安達則嗣氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引
所に届け出ております。

４．社外監査役候補者の選任理由及び独立性について
安達則嗣氏につきましては、公認会計士として培われた専門的な知識・経験等を、監査役
に就任された場合に当社の監査体制に活かしていただくため、社外監査役として選任をお
願いするものであります。

５．安達則嗣氏は、現在当社の社外監査役でありますが、社外監査役としての在任期間は、本
総会終結の時をもって８年であります。

６．当社は、安達則嗣氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項
に関する責任について、当社定款第27条第２項により責任限度額を法令が規定する額とす
る責任限定契約を締結しております。また、本議案が承認可決された場合、当該契約を継
続する予定であります。

以 上
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桜　台　駅

至練馬

至所沢

(南口) 西武池袋線 至池袋

至江古田

武蔵大学

豊玉第二中学校

熊谷理機
株式会社
平賀本社社屋
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目白通り至練馬
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円
寺

富
士
蔵

た
ば
こ
屋

北

当
社
第
二
ビ
ル
５
階

株主総会会場ご案内略図
　

会場 東京都練馬区豊玉北三丁目3番10号

当社第二ビル５階 会議室

電話番号 (03)3991-4541

　

西武池袋線

池袋駅より各駅停車利用にて桜台駅下車

南口より徒歩８分

　

（お願い）当会場には駐車場がございませんので誠に恐縮ながらご来場

の際は、公共交通機関をご利用くださいますようお願い申し

上げます。
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